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Ⅰ 管内の市町村の介護保険事業に係るデータ分析等を踏まえた地域課題の把握と支援計画 

  

 指  標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 
報告様式への記載事項・提出資料 

（予定） 

① 

 地域包括ケア「見える化」システムその他の各種データを活用し、当該都道府県及

び管内の市町村の地域分析を実施し、当該地域の実情、地域課題を把握しているか。

また、その内容を保険者と共有しているか。 

※ 単に見える化システムのデータを共有しているだけでは課題把握とはいわない 

ア 地域包括ケア「見える化」システム、国保データベース(KDB)システムその他の

各種データを活用し、地域分析を実施している（単に地域包括ケア「見える化」シ

ステムのデータ等を閲覧するのではなく、分析が必要） 

イ 有識者を交えた検討会を開催し、地域分析を実施している 

ウ 地域分析を元に、各市町村における課題を把握している 

エ 現状分析や地域課題を保険者と共有している 

管内の市町村の支援

に関し、まずは、その前

提として地域分析、地域

の実情把握、地域課題を

把握する取組を行って

いることを評価するも

の 

ア､ウ､エ 

各８点 

イ 12点 

 

複数選択可 

2019 年度の事業

実施に当たっての

地域分析、地域課題

の把握等であるこ

とが必要であるた

め、2018年度に実施

したものが対象 

 

一人当たり給付費（費用額）（年齢等調整済み）、

要介護認定率（年齢等調整済み）、在宅サービスと施

設サービスのバランスその他のデータ等に基づき、

全国平均その他の数値との比較や経年変化の分析

を行いつつ、当該地域の特徴の把握と要因分析を行

っているものが対象 

○ ①分析に活用したデータ 

②分析方法、全国その他の地域（具体

名）との比較や経年変化（具体的年

数）の分析等 

③当該地域の特徴 

④その要因を記載（例示で可） 

○ 上記について、既存の資料（審議会資

料等）がある場合には当該資料の該当部

分の資料で可 

○ 保険者との共有については、どのよう

に共有しているか概要を記載 

② 

 保険者が行っている自立支援・重度化防止等に係る取組の実施状況を把握し、管内

の保険者における課題を把握しているか。また、その内容を保険者と共有している

か。 

 

ア 各保険者へ出向いて意見交換を行う、保険者間の情報交換の場の設定、各保険者

へのアンケート等により全保険者の取組状況を把握している 

イ 保険者向け2018年度の評価指標の結果を用いて、各保険者の取組状況を分析し

ている 

ウ 把握した各保険者の取組状況を管内保険者へ横展開するなど保険者と共有して

いる 

 

 

上記と同様に、管内の

市町村の支援に関し、ま

ずは、その前提として管

内市町村で実施してい

る自立支援・重度化防止

等に係る取組の実施状

況を把握する取組を行

っていることを評価す

るもの 

ア､ウ 各８点 

イ 15点 

 

複数選択可 

2019 年度の事業

実施に当たっての

地域課題の把握等

であることが必要

であるため、2018年

度に実施したもの

が対象 

 ○ 課題の把握方法及びその内容の概要

を記載 

○ 保険者との共有については、どのよう

に共有しているか概要を記載 

 

③ 

保険者が行っている自立支援・重度化防止等に係る取組に関し、都道府県の支援に

係る保険者のニーズを把握しているか。 

管内の市町村の支援

に関し、市町村のニーズ

を把握するための取組

を行っていることを評

価するもの 

 

８点 

2019 年度の事業

実施に当たっての

ニーズ把握である

ことが必要である

ため、2018年度に実

施したものが対象 

ここでは、都道府県として市町村からの要望を把

握している場合のみならず、地域分析等を元に、管

内の市町村のニーズを把握している場合も含む 

ニーズの把握方法及び内容の概要を記

載 

 

④ 

 現状分析、地域課題、保険者のニーズを踏まえて自立支援・重度化防止等に係る保

険者への支援事業を企画立案しているか。 

上記の①～③を踏ま

えた市町村支援に関す

る事業であることを評

価するもの 

８点 

2019 年度の事業

実施に当たっての

企画立案であるこ

とが対象 

 どのような現状分析、地域課題、保険者

のニーズを踏まえて支援事業を企画立案

したかの概要を記載 

⑤ 

 当該都道府県が実施した保険者支援に関する取組に係る市町村における効果につ

いて、把握し評価を行った上で、保険者と共有しているか。 

事業の PDCA サイクル

による評価により、より

効果的な事業へと改善

していく取組を評価す

るもの 

15点 

2018 年度に実施

した事業について

の評価を行ってい

ることが対象 

都道府県が過去に行った事業について、市町村に

おいてどのような効果があったかを把握している

ことが対象 

効果の概要や保険者との共有方法等に

ついて概要を記載 

⑥ 

 管内の市町村の介護保険事業に関する現状や将来推計に基づき、2025 年度に向け

て、自立支援・重度化防止等に資する市町村の支援のための施策について、目標及び

目標を実現するための重点施策の実績を把握して進捗管理しているか。 

2025 年に向けた長期

的な重点施策を進捗管

理していることを評価

するもの 

 

 

 

８点 

2018年度実績（見

込）を把握した上で

の評価（2019年6月

めどで実施）が対象 

 

介護保険事業支援計画に記載されていることを

必ずしも求めるわけではないが、何らかの方法によ

り公表されていることが必要 

内容の概要及び公表方法を記載 

（2019年6月までに提出） 
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Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 

（１）保険者による地域分析、介護保険事業計画の策定 

 指   標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 報告様式への記載事項・提出資料（予定） 

① 

 保険者による地域包括ケア「見える化」システムによる地域分析、介護保険事業計

画策定後の進捗管理に係り、市町村への研修事業やアドバイザー派遣事業等を行って

いるか。 

ア 市町村への研修事業を実施している 

イ 市町村へのアドバイザー派遣事業を実施している 

ウ その他必要な事業を実施している（モデル事業や市町村の取組への財政支援等） 

(ア）都道府県の単独事業として実施しているもの 

(イ）国の補助事業として実施しているもの 

(ウ）保険者機能強化推進交付金を活用して事業を実施しているもの 

(エ) 地域医療介護総合確保基金を活用して事業を実施しているもの 

厚生労働省で行って

いる地域包括ケア「見え

る化」システムの活用方

法の研修や、「地域包括

ケア「見える化」システ

ム等を活用した地域分

析の手引き」を活用しつ

つ、保険者への研修等の

事業を行うもの 

ア ８点 

イ 11点 

 

複数選択可 

 

ウ（ア）10点 

（イ）～（エ） 

各５点 

 

（ア）～（エ）の

いずれかを選択 

2018 年度の事業

が対象 

 ○ 実施する事業内容・計画を記載 

○ 事業名、研修会等の名称のみならず、 

内容を簡潔に記載 

○ 実施した日時を記載 

 

 

（２）地域ケア会議・介護予防 

 指   標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 報告様式への記載事項・提出資料（予定） 

① 

 地域ケア会議に関し、自立支援、重度化防止等に資するものとなるよう市町村への

研修事業やアドバイザー派遣事業等を行っているか。 

ア 市町村、地域包括支援センターの管理職・管理者に対して研修会等を実施してい

る 

イ 都道府県医師会等関係団体と協力して、郡市区医師会等関係団体の管理職・管理

者に対して研修会等を実施している 

ウ 介護関係者等の管理職・管理者に対して研修会等を実施している 

エ 市町村・地域包括支援センターの担当者に対して研修会等を実施している 

オ 都道府県医師会等関係団体と協力して、郡市区医師会等関係団体の担当者に対し

て研修会等を実施している 

カ 介護関係者等の担当者に対して研修会等を実施している 

キ 市町村へのアドバイザー派遣事業を実施している 

ク その他必要な事業を実施している（モデル事業や市町村の取組への財政支援等） 

(ア）都道府県の単独事業として実施しているもの 

(イ）国の補助事業として実施しているもの 

(ウ）保険者機能強化推進交付金を活用して事業を実施しているもの 

 (エ) 医療介護総合確保基金を活用して事業を実施しているもの 

ケ 管内市町村の評価指標Ⅱ(3)⑪得点の達成状況はどのようになっているか（平均

点の上位5割を評価） 

地域ケア会議につい

て、多職種等が連携し

て、利用者の自立支援、

重度化防止等に資する

検討が行われるよう、保

険者への研修やアドバ

イザー派遣、その他の事

業を行うもの 

ア､カ 各８点 

イ 12点 

ウ､オ 各10点 

エ､キ ５点 

 

複数選択可 

 

ク（ア）10点 

（イ）～(エ） 

各５点 

 

（ア）～（エ）の

いずれかを選択 

 

ケ 12点 

2018 年度に実施

の事業が対象 

○ 管理職・管理者とは、市町村や地域包括支援

センター、郡市区医師会等関係団体、介護関係

者等のトップ層を想定 

○ 担当者とは、地域ケア会議に出席する者を想

定 

○ ケについては、実績把握後、ア～クの得点率

の高い場合にのみ加点することとする 

○ 実施する事業内容・計画を記載 

○ 事業名、研修会等の名称のみならず、 

内容を簡潔に記載 

○ 実施した日時を記載 

○ ケについては、厚生労働省において

集計データを使用 

 

② 

 一般介護予防事業における通いの場の立ち上げ等、介護予防を効果的に実施するた

めの市町村への研修事業やアドバイザー派遣事業等を行っているか。 

ア 介護予防に従事する市町村職員や関係者に対し、介護予防を効果的に実施するた

めの技術的支援に係る研修会等を実施している 

イ 介護予防を効果的に実施するための実地支援等を行うアドバイザーを養成し、派

遣している 

ウ その他介護予防を効果的に実施するための必要な事業を実施している（モデル事

業や市町村の取組への財政支援等） 

(ア）都道府県の単独事業として実施しているもの 

(イ）国の補助事業として実施しているもの 

(ウ）保険者機能強化推進交付金を活用して事業を実施しているもの 

 (エ) 地域医療介護総合確保基金を活用して事業を実施しているもの 

エ 管内市町村の評価指標Ⅱ(6)⑤の得点の達成状況はどのようになっているか（平

均点の上位5割を評価） 

介護予防について、通

いの場や介護予防を効

果的に実施するための

保険者支援に関する事

業を行うもの 

ア ６点 

イ 12点 

 

複数選択可 

 

ウ（ア）12点 

（イ）～（エ） 

各６点 

 

（ア）～（エ）の

いずれかを選択 

 

エ 15点 

2018 年度実施の

事業が対象 

エについては、実績把握後、ア～ウの得点率の

高い場合にのみ加点することとする 

○ 実施する事業内容・計画を記載 

○ 事業名、研修会等の名称のみならず、 

内容を簡潔に記載 

○ 実施した日時を記載 

○ エについては、厚生労働省において

集計データを使用 
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（３）生活支援体制整備等 

 指  標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 報告様式への記載事項・提出資料（予定） 

① 

 生活支援体制の整備に関し、市町村の進捗状況を把握し、広域的調整に関する支援

を行っているか。 

ア 研修等の実施により生活支援コーディネータ－を養成している 

イ 市町村、ＮＰＯ、ボランティア、民間事業者等を対象とした普及啓発活動を実施

している 

ウ 生活支援・介護予防サービスを担う者のネットワーク化のための事業を実施して

いる 

エ その他必要な事業を実施している（モデル事業や市町村の取組への財政支援等） 

(ア）都道府県の単独事業として実施しているもの 

(イ）国の補助事業として実施しているもの 

(ウ）保険者機能強化推進交付金を活用して事業を実施しているもの 

 (エ) 地域医療介護総合確保基金を活用して事業を実施しているもの 

オ 好事例の発信を行っている 

カ 市町村による情報交換の場を設定している 

キ 生活相談支援体制の整備に関する市町村からの相談窓口の設置等、相談・助言を

行っている  

ク その他必要な支援を行っている 

 

市町村が行う生活支

援体制整備に関し、それ

ぞれの地域の抱える課

題に応じて、都道府県と

してこれを支援するた

めの事業を行うもの 

ア ６点 

イ､ウ 各10点 

 

複数選択可 

 

エ（ア）12点 

（イ）～(エ） 

各６点 

 

（ア）～（エ）の

いずれかを選択 

 

オ６点 

カ､キ 各10点 

ク 12点 

 

複数選択可 

2018 年度実施の

事業が対象 

○ 市町村は、生活支援体制整備事業を通じて、

多様な日常生活上の支援体制の充実・強化と高

齢者の社会参加の推進を一体的に取り組んで

いる 

市町村がそれぞれ適切に取組を進めるため

には、都道府県が、広域的支援の観点から人材

確保や普及啓発等を行うことが重要であり、こ

れらの事業を行っていれば、それを評価対象と

する 

○ 相談窓口は、市町村からの相談に応じられる

ものであればよいが、明確に、相談を受け付け

るための連絡先として市町村に周知されてい

ることが必要 

○ クには、都道府県が主導して行う 

 ・ 複数市町村における介護予防・日常生活支

援総合事業の多様なサービスに係る共通の

基準の設定 

 ・ 複数市町村から参加できる通いの場の整備

の検討の取組も含む 

○ 実施する事業内容・計画を記載 

○ 事業名、研修会等の名称のみならず、 

内容を簡潔に記載 

○ 実施した日時を記載 

 

（４）自立支援・重度化防止等に向けたリハビリテーション専門職等の活用 

 指  標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 報告様式への記載事項・提出資料（予定） 

① 

自立支援、重度化防止等に向けた市町村の取組支援のため、リハビリテーション専

門職等の人的支援を関係団体と連携して取り組んでいるか 

ア 都道府県医師会等関係団体と連携し、市町村に対する地域リハビリテーション支

援体制について協議会を設けている 

イ 都道府県医師会等関係団体と協議し、リハビリテーション専門職等の派遣に関す

るルールを作成し、派遣調整をする機関を設置している 

ウリハビリテーション専門職等を派遣する医療機関等を確保している 

エ 市町村に対して、派遣に際して必要となる知識に関する研修会を実施している 

オ リハビリテーション専門職等に対して、派遣に際して必要となる知識に関する研

修会を実施している 

カ 市町村に対して、リハビリテーション専門職等の派遣にかかる体制や活用方法に

ついて周知している 

キ リハビリテーション専門職等を地域ケア会議や通いの場等に派遣している実績

がある 

ク その他、リハビリテーション専門職等の職能団体との連携に関して必要な事業を

実施している（モデル事業や市町村の取組への財政支援等） 

(ア）都道府県の単独事業として実施しているもの 

(イ）国の補助事業として実施しているもの 

(ウ）保険者機能強化推進交付金を活用して事業を実施しているもの 

 (エ) 地域医療介護総合確保基金を活用して事業を実施しているもの 

○ 自立支援、重度化防

止等を推進する観点

から、リハビリテーシ

ョン専門職等との連

携が重要 

○ こうした団体との

調整等に関し、都道府

県として事業を行う

もの 

ア～ウ 各12点 

エ 10点 

オ～キ 各６点 

 

複数選択可 

 

 

ク（ア）12点 

（イ）～（エ） 

各６点 

 

（ア）～（エ）の

いずれかを選択 

2018 年度実施の

事業が対象 

○ 「リハビリテーション専門職等に対して、派

遣に際して必要となる知識に関する研修会を実

施している」については、都道府県医師会等関

係団体が開催する研修会に経費を助成している

場合も含む 

○ 本評価指標では地域リハビリテーションに

係る実績のみを対象とし、介護報酬上規定され

ているリハビリテーション専門職等が関わる加

算等による実績は対象外とする 

○ 実施する事業内容・計画を記載 

○ 事業名、研修会等の名称のみならず、

内容を簡潔に記載 

○ 実施した日時を記載 
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（５）在宅医療・介護連携 

 指   標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 報告様式への記載事項・提出資料（予定） 

① 

在宅医療・介護連携について、市町村を支援するために必要な事業を行っているか。 

ア 在宅医療・介護資源や診療報酬・介護報酬のデータの提供をしている 

イ 地域の課題分析に向けたデータの活用方法に対する指導・助言をしている 

ウ 医師のグループ制や後方病床確保等広域的な在宅医療の体制整備の取組を支援

している 

エ 切れ目のない在宅医療・在宅介護の提供体制整備に関する事例等の情報を提供し

ている 

オ 広域的な相談窓口を設置している 

カ 広域的な相談窓口に従事する人材の育成に取り組んでいる 

キ 退院支援ルールの作成等市町村単独では対応が難しい広域的な医療介護連携に

関して支援を行っている 

ク 入退院に関わる医療介護専門職の人材育成に取り組んでいる 

ケ 二次医療圏単位等地域の実情に応じた圏域において、地域の医師会等の医療関係

団体と介護関係者と連絡会等を開催している 

コ 在宅医療をはじめとした広域的な医療資源に関する情報提供を市町村に対して

行っている 

サ 在宅医療・介護連携推進のための人材育成を行っている 

シ 住民啓発用の媒体を作成し、市町村が実施する普及啓発の支援を実施している 

ス 管内市町村の評価指標Ⅱ(4)⑦の得点の達成状況はどのようになっているか（平

均点の上位5割を評価） 

○ 在宅医療・介護連携

については、関係団体

との調整や広域的な

調整について、都道府

県の役割が重要 

○ 都道府県が在宅医

療・介護連携に関し、

関係者の連絡会等、保

険者の支援事業行う

もの 

ア､イ､オ､ 

キ､ク､コ 

各８点 

 

ウ､カ､シ 

各10点 

 

エ､ケ､サ 

各５点 

 

複数選択可 

 

ス 12点 

2018 年度実施の

事業が対象 

○ 「在宅医療・介護資源や診療報酬・介護報酬

のデータ」については、レセプトや既存の統計

資料、アンケート調査で得られるものなど多岐

にわたり、市町村での取組内容等にあわせて多

種多様なものを想定。具体的なものについては

「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」のP.9

を参照 

○ 「人材育成」については、特定の職種は想定

しておらず、多職種のいずれかを想定。なお、

コーディネータも含む 

○ スについては、実績把握後、ア～シの得点率

の高い場合にのみ加点することとする 

○ 実施する事業内容・計画を記載 

○ 事業名、研修会等の名称のみならず、

内容を簡潔に記載 

○ 実施した日時を記載 

○ スについては、厚生労働省において

集計データを使用 

 

 

 

（６）認知症総合支援 

 指  標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 報告様式への記載事項・提出資料（予定） 

① 

 認知症施策の推進に関し、現状把握、計画の策定、市町村の取組の把握等を行って

いるか。 

ア 認知症施策に関する取組（※）について、各年度における都道府県の具体的な計

画（事業内容、実施（配置）予定数、受講予定人数等）を定め、進捗状況について

点検・評価している。 

※ 早期診断・早期対応の連携体制等の整備、認知症対応力向上研修実施・認知症

サポート医の養成・活用、若年性認知症施策の実施、権利擁護の取組の推進等 

（ア）点検・評価にあたり、認知症当事者（認知症の人やその家族）の意見を聞い

ている 

（イ）点検・評価にあたり、第三者の意見を聞いている 

（ウ）点検・評価を行っている（第三者の意見は聞いていない） 

イ 市町村の認知症施策に関する取組（※）について、都道府県内の全市町村の取組

状況を把握したうえで、市町村の状況の一覧を作成し、その状況を自治体ＨＰに掲

載する等公表している。 

※ 認知症初期集中支援チームの運営等の推進、認知症地域支援推進員の活動の推

進、権利擁護の取組みの推進等、地域の見守りネットワークの構築及び認知症サ

ポーターの養成・活用本人・家族への支援等 

（ア）市町村の取組状況を把握の上、公表し、かつ進捗が遅れている市町村に対し

支援するための取組（助言・支援事業の実施等）を行っている。 

（イ）市町村の取組状況を把握の上、公表している 

 

認知症施策の推進に

関し、都道府県として現

状把握、計画策定、評価

点検等を行うもの ア 

（ア）12点 

（イ）10点 

（ウ）６点 

 

（ア）～（ウ）の

いずれかを選択 

 

イ 

（ア）12点 

（イ）６点 

 

（ア）又は（イ）

のいずれかを選択 

 

○ 計画の策定に

ついては、2018年

度の評価時点に

おける状況が対

象 

○ 全市町村の取

組状況の把握等

については、2019

年度の評価時点

における状況が

対象 

アについて 

○ 必ずしも介護保険事業支援計画に記載され

ている場合のみでなく、他の手段により策定、

公表されている場合も含む 

○ 点検・評価については、目標に対して実績が

遅れているものについて原因を分析している

などの評価を行っている場合を対象とする。 

○ （イ）については、介護保険事業支援計画作

成委員会等の場を活用するなど、幅広い関係者

から意見を聞いている場合が該当する 

 

イについて 

○ 必ずしも介護保険事業支援計画に記載され

ている場合のみでなく、他の手段により策定、

公表されている場合も含む 

 

○ 計画の内容の概要を記載 

○ 点検評価は、どのような会議や打合せ

を行い、どのような手法で評価をした

か、実施時期を記載 

○ イについては、市町村の状況について

概要を記載 
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（７）介護給付の適正化 

 指  標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 報告様式への記載事項・提出資料（予定） 

① 

 介護給付費の適正化に関し、市町村に対する必要な支援を行っているか。 

ア 「医療情報との突合」「縦覧点検」の実施を支援している（国保連への委託に係

る支援を含む） 

イ 国保連の適正化システムの操作研修や実地における支援を実施している 

ウ ケアプラン点検に関する研修や実地における支援を実施している 

エ 保険者の効果的な取組事例を紹介する説明会等を実施している 

オ その他、都道府県として市町村の実情に応じた支援を実施している（モデル事業

や市町村の取組への財政支援等） 

(ア）都道府県の単独事業として実施しているもの 

(イ）国の補助事業として実施しているもの 

(ウ）保険者機能強化推進交付金を活用して事業を実施しているもの 

 (エ) 地域医療介護総合確保基金を活用して事業を実施しているもの 

カ 管内市町村の評価指標Ⅲ(1)②の得点の達成状況はどのようになっているか（平

均点の上位5割を評価） 

 

○ 介護給付の適正化

については、従来から

都道府県の計画策定

を推進しており、都道

府県が重要な役割を

担っているところ。 

○ 各種適正化事業に

係り、都道府県が事業

を行うもの 

ア～エ 各５点 

 

複数選択可 

 

 

オ（ア）10点 

（イ）～(エ） 

各５点 

 

（ア）～（エ）の

いずれかを選択 

 

カ 12点 

2018 年度実施の

事業が対象 

 カについては、実績把握後、ア～オの得点率の

高い場合にのみ加点することとする 

○ 実施する事業内容・計画を記載 

○ 事業名、研修会等の名称のみならず、

内容を簡潔に記載 

○ 実施した日時を記載 

○ カについては、厚生労働省において集

計データを使用 

 

 

（８）介護人材の確保 

 指  標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 報告様式への記載事項・提出資料（予定） 

① 

 2025 年及び第７期計画期間における介護人材の将来推計を行い、具体的な目標を

掲げた上で、必要な施策を企画立案しているか。 

ア 2025 年、第７期計画期間における介護人材の推計に対する実績を把握し進捗管

理している 

イ 定量的な目標及び実施時期を定めている 

介護人材の確保につ

いて、都道府県として、

将来推計や目標の設定

等を行い進捗管理して

いることを評価するも

の 

各５点 

 

複数選択可 

介護人材の推計、

定量的な目標及び

実施時期を定めて

いなかった都道府

県が、2019 年度～

2020 年度を含めて

推計又は定めた場

合には対象とする） 

 推計値、目標及び実施時期の概要を記載 

② 

 介護人材の確保及び質の向上に関し、当該地域における課題を踏まえ、必要な事業

を実施している。 

ア 介護人材の確保及び質の向上に関し、「介護に関する入門的研修」の実施状況は

どのようになっているか。 

（ア）研修を実施しているか 

（イ）研修修了者に対するマッチング件数の割合（上位3割） 

イ 介護職員の復職・再就職支援策を実施している 

ウ 介護事業所の認証・評価制度を実施している 

エ  都道府県として、介護ロボットやＩＣＴの活用に向けたモデル事業等の推進策

を実施している 

オ  その他、人材確保・質の向上に向けた取組を実施している 

(ア）都道府県の単独事業として実施しているもの 

(イ）国の補助事業として実施しているもの 

(ウ）保険者機能強化推進交付金を活用して事業を実施しているもの 

 (エ) 地域医療介護総合確保基金を活用して事業を実施しているもの 

地域の実情や将来推

計を踏まえつつ都道府

県が介護人材の確保や

質の向上に向けた事業

を行うもの 

ア（ア）､（イ） 

各６点 

イ､ウ 各12点 

エ 10点 

 

複数選択可 

 

オ（ア）12点 

（イ）～（エ） 

各６点 

 

（ア）～（エ）の

いずれかを選択 

のいずれかを選択 

ア 

2018 年４月～12

月末までの取組が

対象 

 

イ～オ 

2018 年度実施の

事業が対象 

 

  ア（イ）については、実績把握後、保険者の

規模により評価に差異が生じる場合は、規模別に

上位３割を決定することとする 

○ 実施する事業内容・計画を記載 

○ 事業名、研修会等の名称のみならず、

内容を簡潔に記載 

○ 実施した日時を記載 

○ ア（イ）については、実際の数値を提 

 出 

 

  



6 

 

（９）その他の自立支援・重度化防止等に向けた各種取組への支援事業 

 指  標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 報告様式への記載事項・提出資料（予定） 

① 

（１）～（８）の他、自立支援、重度化防止に向けた市町村の取組について、管内

の市町村の現状を把握した上で、必要な取組を行っているか。 

ア 都道府県の単独事業として実施しているもの 

イ 国の補助事業として実施しているもの 

ウ 保険者機能強化推進交付金を活用して事業を実施しているもの 

エ 地域医療介護総合確保基金を活用して事業を実施しているもの 

地域の課題に応じて、

都道府県が様々な事業

を構想し実施するもの 

ア 10点 

イ～エ 各５点 

 

ア～エのいずれか

を選択 

2018 年度実施の

事業が対象 

（１）～（８）以外に地域の課題に応じて実施し

ている取組が対象 

 

○ 実施する事業内容・計画を記載 

○ 事業名、研修会等の名称のみならず、

内容を簡潔に記載 

○ 実施した日時を記載 
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Ⅲ 管内の市町村における評価指標の達成状況による評価 

 指  標 趣旨・考え方 配点 時 点 留 意 点 
報告様式への記載事項・提出資料

（予定） 

① 

 都道府県における管内市町村の評価指標の達成状況の平均について、分野毎にど

のような状況か。 

 

管内市町村の評価指標

の達成状況を評価するも

の 

各2点 

（計20点） 

 

複数配点 

2019年度評価指標 ○分野は10分野 

Ⅰ､Ⅱ（１）～（７）､ 

Ⅲ（１）､（２） 

厚生労働省において集計データ

を使用 

② 

 都道府県における管内市町村の評価指標の得点が著しく低い市町村があるか。 管内市町村の評価指標

の達成状況を評価するも

の 
マイナス10点 

2019年度評価指標 ○ 得点率 30％（2018 年度評価指標では

200 点以下が目安）を下回っている市町

村がある場合を想定 

○ 配点・評価方法については、実績把握

後改めて検討することとする 

 

厚生労働省において集計データ

を使用 

③ 

軽度【要介護１・２】 

（要介護認定等基準時間の変化） 

 管内市町村における一定期間における、要介護認定者の要介護認定等基準時間の

変化率の状況はどのようになっているか。 

 

ア 時点（１）の場合○％（全保険者の上位５割を評価） 

イ 時点（２）の場合○％（全保険者の上位５割を評価） 

要介護状態の維持・改善

の状況として、要介護１・

２の認定を受けた者につ

いて要介護認定等基準時

間の変化率を測定するも

の 

15点 

 

ア又はイのいずれ

かに該当すれば加

点 

（１）2018 年１月→2019 年１月

の変化率 

（２）2018 年１月→2019 年１月

と 2017年１月→2018年１月

の変化率の差 

○ 県内でデータが提出されている市町

村全体の平均値の意 

○ 上位５割の都道府県に配点 

※ 配点については、ＰＤＣＡの観点か

ら、今後、段階的に引き上げる 

厚生労働省において統計データ

を使用 

④ 

軽度【要介護１・２】 

（要介護認定の変化） 

 管内市町村における一定期間における要介護認定者の要介護認定の変化率の状

況はどのようになっているか。 

 

ア 時点（１）の場合○％（全保険者の上位５割を評価） 

イ 時点（２）の場合○％（全保険者の上位５割を評価） 

要介護状態の維持・改善

の状況として、要介護１・

２の認定を受けた者につ

いて要介護認定の変化率

を測定するもの 

15点 

 

ア又はイのいずれ

かに該当すれば加

点 

（１）2018 年１月→2019 年１月

の変化率 

（２）2018 年１月→2019 年１月

と 2017年１月→2018年１月

の変化率の差 

 

 

○ 県内でデータが提出されている市町

村全体の平均値の意 

○ 上位５割の都道府県に配点 

※ 配点については、ＰＤＣＡの観点か

ら、今後、段階的に引き上げる 

厚生労働省において統計データ

を使用 

⑤ 

中重度【要介護３～５】 

（要介護認定等基準時間の変化） 

 管内市町村における一定期間における、要介護認定者の要介護認定等基準時間の

変化率の状況はどのようになっているか。 

 

ア 時点（１）の場合○％（全保険者の上位５割を評価） 

イ 時点（２）の場合○％（全保険者の上位５割を評価） 

要介護状態の維持・改善

の状況として、要介護３～

５の認定を受けた者につ

いて要介護認定等基準時

間の変化率を測定するも

の 

15点 

 

ア又はイのいず

れかに該当すれば

加点 

（１）2018 年１月→2019 年１月

の変化率 

（２）2018 年１月→2019 年１月

と 2017年１月→2018年１月

の変化率の差 

○ 県内でデータが提出されている市町

村全体の平均値の意 

○ 上位５割の都道府県に配点 

※ 配点については、ＰＤＣＡの観点か

ら、今後、段階的に引き上げる 

厚生労働省において統計データ

を使用 

⑥ 

中重度【要介護３～５】 

（要介護認定の変化） 

 管内市町村における一定期間における要介護認定者の要介護認定の変化率の状

況はどのようになっているか。 

 

ア 時点（１）の場合○％（全保険者の上位５割を評価） 

イ 時点（２）の場合○％（全保険者の上位５割を評価） 

要介護状態の維持・改善

の状況として、要介護３～

５の認定を受けた者につ

いて要介護認定の変化率

を測定するもの 

15点 

 

ア又はイのいずれ

かに該当すれば加

点 

（１）2018 年１月→2019 年１月

の変化率 

（２）2018 年１月→2019 年１月

と 2017年１月→2018年１月

の変化率の差 

 

 

○ 県内でデータが提出されている市町

村全体の平均値の意 

○ 上位５割の都道府県に配点 

※ 配点については、ＰＤＣＡの観点か

ら、今後、段階的に引き上げる 

厚生労働省において統計データ

を使用 

 

 

 


